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　本稿 で は，戦後 日本 の ダ ム事業 に と もなう予定地住民お よ び地域社会へ の 負 の 影響につ い て，経

験的事実 に基づ くモ デ ル 化 の 試み をお こ な っ た。その 際 飯島伸子 に よ る被害構造論をベ ース に，

局面区分 を取 り入 れ て 整理 した 。 そ れ らは すなわ ち，  予定地の 局面，  生活再 建 の 局面，  水

源地 域活性化 の 局面，  事業見直しの 局面，  事業中止 の 局面，と い う5局面で ある 。 こ れに 3
つ の 時代区分 を重ね あ わせ ，ダ ム 事業の 社会的影響モ デ ル と して 提示 した 。

　 こ れを通 じて，被影響住民 に振 りかか る 問題は，水没補償 や 生活再建だけに終始す る わけで は な

い こ と を把握 で き る。予定地 とな っ た 地 域 社会で は人 間関係 の 亀裂
・
行政不信，生 活設計の 問題な

ど が 生 じる の み な らず，1970 年代半ば 以 降は 補償交渉が 長期化す る 傾向があ る。移転後 は 地域 レ

ベ ル で の 水源地域活性化が しば しば 宿命づ けられて お り，さ らに事業見直 しや 中止 に至 っ た 場合 に

は，混迷化す る状況 に巻 き込まれt 地域再生をめ ぐる課題 とも向 きあわ な けれ ば な らな い 。

　こ の よ うな 長期 間 に わ た る多面的か つ 重層 的 な 影響 は，ひ とた び地 域 社 会 が事業予 定 地 と し て 設

定される こ とに よっ て は じ まる。そ して，こ れ を起点 として 被影響住民は しば しば数十年間 に わ た

っ て 翻弄 され，人生時間の 収奪とい う犠牲を払うの で あ る。

キーワー ド ： 長 期化，人生時間 の 収奪，生活再建 水源 地域 活性 化，事 業中 止

1． は じめ に 本稿の 目的

　本稿の 目的は，戦後 日本の ダ ム事業が い かなる社会的影響 をもた らして きた の か ，筆者 による

複数の 事例研究
〔1）

か ら得た知見 を総合 しつ つ 把握する こ とにある。そ の 際 飯島伸子 によ る被害

構造論を参照 しなが ら，新た に時代区分，局面区分に基づ く整理をおこ な う。 こ こ で の 区分 は，

事業者側 の 公式手続 き （計画 ・実施 ・管理 ）の それ で は な く，そ れ らと重 な りなが らも，被影響住

民を取 り巻 く時系列的な問題推移 と住民 自身の状況認識に即 した もの で ある 。 こ の 試み は，ダ ム

問題 の 変遷 を俯瞰 する 見 取 り図 を示す意 味を もち，また，ダ ム 事業 の 政策改善，ある い は個別の

ダ ム 事業に お ける問題解決を図る うえで の基礎的作業 ともなる だ ろ う。

　こ こ で社会的影響とは，ダ ム 事業に よる正の経済効果に対置する もの であ る 。 ダ ム 事業の 目的

は，お もに電力や水道用水 ・工 業用水の 供給，治水，潅漑などで あ り，建設 コ ス トに見合 っ た経

済効果を生んで い るのか どうか ，こ れが ダム 事業を評価する際の ポ イ ン トとなる 。 しか し，これ

とは直接 関係 ない と こ ろ で 生 じる負 の 影響 の 把握な くして，事業 の 全体理解 は得 られ ない 。 と く

に，世界銀行の 社会学者チ ェ ル ネア （Cernea ，　Michael）（2）
が，移転者お よび予定地 に 起 こ りうる負
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の 影響 を 「貧窮化 リス クと生活再建 （IRR ；iInpoverishment　risk 　and 　reconstruction ）」モ デ ル として

示 した よ うに，また，人類学者の ス カ ッ ダー （Scudder．　Thayer）
（3）

が ，ジ ン バ ブ エ ・ザ ン ビ ア 国

境 の カ リパ ダ ム な ど豊富な調 査研究の 蓄積を経て 「4段階 の 枠組み （the 　dynamics 　Qf　the　resettle −

ment 　process　and 　the 　four−stage 　framework ）」 を打ち立 て た よ うに，住民移転は ダ ム 事業 に よ る さ

まざまな社会的影響の なかで 中心的課題 である ことに疑 い は な い 。

　他方，国内社会学におい て社会的影響 とい えば，福武直をリ
ー

ダ
ーとする 「近代技術の社会的

影響」に関する
一

連の 調査研究が よ く知られ て い る 。 こ れ らは，1950年代末か ら 60 年代初頭に

かけて ユ ネス コ 国内委員会の 委託を受けて実施 され，佐久間 ダ ム をは じめ とする ダ ム事業 もお も

な研究対象 とな っ た 。 その まなざ しは やは り地域社会 に 向け られたが ，こ こ で 採 られ た 「構造分

析」ア プロ
ー

チ は，地方政治や地方財政 ，教育，労働市場，農村の 権力構造 な ど多岐に わ たる影

響 を扱 っ て お り，開発事業そ の もの の 政策的検討よ りも，変貌する地域社会 の 把握 に力点が お か

れ た 。 事実， こ れ ら の 社会学研究に 対 して，63年か ら 7 年 間に わた り全国各地の ダム 補償 問題

を調査 した農業工 学研 究者の 華山謙 は，「えられ る結論を補償行政 に反 映させ よ うとい う姿勢が

な く，その ため，た とえば補償金の使途に関す る調査が欠落 して お り，また生活再建の 失敗例 に

つ い て そ の 失敗 の 原 因 の 究明が な され て い な い 」（華山，1969 ； は しが き咄 ） と批判 して い る 。

　 もちろん，水没補償問題 だけが ダム 事業の 社会的影響 では な い 。 古 くは農学者の 吉岡金市が厳

しく批判 した よ うに，電力ダ ム 建設 に よる冷水化など農業へ の 悪影響が ある （吉岡，1956）。 また

1980 年代に 大井川 な どで 生 じた 「水な し川」現象，生 態系へ の 影響や 景観問題，水害訴訟，治

水効果 の 検証 政官財 の 癒着，納税者の 税負担 な ども，広 い 意 味で ダム 事業の 社会的影響であ る

こ と に違 い ない
。 さらに近年で は．流域の 合意形成へ の 関心 も強い

。 に もかか わ らず，補償や移

転をめ ぐる問題 は t け っ して過去 の もの で はな い 。 ゆ えに，本稿で は社会的影響の 第
一

義的な意

味 にお い て，予定地住民お よび移転住民 と い っ た事業の 影響 を受ける人 々 （project 　 affected 　peo−

ple）
（4）

に焦点 をあてて い きた い 。

2．被害構造論の応用

　2．1．被害拡大過程 の起点 問題

　以上 の ような観点に立 っ て ダム 事業 の 社会的影響 を論 じる に あ た り，1970 年代半 ば に発表さ

れ た飯 島伸子 に よ る 被害構造論 は有力な手が か りとなる 。 労働災害 （三 井 三 池炭鉱 の 炭塵爆 発〉，

薬害 （ス モ ン），公害 （熊本水俣病）にお ける事例研究に基 づ い て考案され た こ の モ デ ル  
は，被

害発生 の社会的メ カ ニ ズ ム を とらえて お り，ダム 事業 に おける被影響住民の 犠牲を明 らか にする

際に も有効だか らである。

　あらため て概述すれ ば，被害構造 とは被害 レ ベ ル と被害度か らなる 。 被害 レ ベ ル とは，まず生

命 ・健康レ ベ ル の 被害を起点と して そ れが 生活レベ ル ，人格レベ ル に も及び，さ らには地 域環

境 ・地域社会 レ ベ ル に も拡大 して 差別などの かた ちで あ らわれる とい う 4 つ の レベ ル を指 して い

る 。 つ まり，健康不良 ・
身体障害の み が被害 なの で は なく，むしろそれ を出発点 と して，家計が

苦 し くなる，将来 の 夢が 奪わ れ る，地域住民同士が い が み あ う，とい っ た現象が，次 々 と ドミ ノ

倒 しの よ うに起 こ る の で ある （浜本 2009a： 150）。 そ して ，以 上 4 つ の レ ベ ル で 生 じ る被害度
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すなわち被害の 深刻度合 い は，健康不良 ・身体障害の 程度 に よっ て 規定され るばか りで な く，さ

まざまな社会的要因に よ っ て も大 きく影響を受 ける。そ れ は，健康被害者の 家庭内で の 役割分担

や地位，被害者自身ある い は家庭 の 祉会的位置 ・階層，所属集団，とい う内的要因に加 えて ，加

害源企業 ， 行政 ， 医療 関係者 ， 学者 ，

一般市民，マ ス メ デ ィ アな どの外的要因 もある 。 被害構造

論の 視座 は，「単なる生物 ある い は人体 と して の 被害者 で はな く，生活者との 被害者に即 して被

害を把握 し ようとする」（舩橋，1999；98） こ とにあ り，劇症型で は なく，慢性型 の被害 をす くい

とるの に優 れ て い る点 も見逃せ な い 。

　 こ うした意義をもつ 被害構造論に対 して，堀田恭子や早川洋行か ら，被害の 克服過程や 問題解

決へ 向けた運動の 展 開を とらえ て い ない との 指摘が あが っ て い る （堀田t2002 ；早川t　 2007） もの

の ，実 はそれ ほ ど多 くの 批判が寄せ られ て きた わけで は な い 。 むしろ ，1990年代初頭 に環境社

会学が制度化 して い くなか，友澤悠季が論 じる よ うに ，「うが っ た見方 をすれ ば，飯島の 業績は，

『環境社会学』内に お い て は不可侵 の 正統性を帯び つ つ ，社会学全体か らす る と ご く
一

部の 領域

に閉 じ られた もの 」 （友澤，2014：91） にな っ て い た 。 た しか に飯 島自身に よる地球環境問題 へ の

適用 （飯島t2000 ）を除 き，公害以外の 事例 に適用 され る こ とは稀で あ っ たが，2011 年の 東 日本

大震災の 発生 を機にふ たた びこ の モ デ ル に注 目が集まっ てお り，開発 ・環境問題 の 社会学研究は

い うに及 ばず，多様 な研 究領域で も適用 され うるだ ろ う。

　 こ の ように，被害構造論 の 適用対象を広 げよ うとした とき，しば しば ハ
ー

ドル となる の が被害

の 起点問題で ある 。 被害構造論で は t 生命 ・健康上 の 被害 を出発点 とする こ とを議論 の 前提 と し

て い る が，浜本篤史 （2001），藤川賢 （2012），関礼子 （2013）など，開発事業や 原発事故等 に応用

する際 には ， 「生命
・健康上 の 被害 を起点 とす るわけで はな い が」 とい っ た 断 り書 きを しなけれ

ばな らな い 。実 は飯島 自身．必 ず しも生命 ・健康上 の 問題が生 じた結果 として 家族や生 活 ・人格

上の 問題や地域社会で の差別が生 じるの で はなく，生命 ・健康上の 問題 をともなうこ となく生活

へ の 影響が単独で生 じる場合 もある と して い る （飯島，1985： 150）、 当然で あろ う。 被害過程は，

問題特性や事例 に よ っ て さまざまなバ リエ ーシ ョ ンが あるはずで あ り，被害の 社会的意味をとら

え，そ の 多様性，重層性を把握で きるの であれ ば 　こ の 前提を取 り払っ て も被害構造論が もつ 意

義 を減 じる こ と に は なる まい 。 こ の 点，環境社会学成立 期にお い て 鵜飼照喜 （1993）が示 して い

た問題認識 と本稿 は通底 して い る 。 鵜飼は，新石垣 空港建設 を事例 に事業着工 前に も生 じる地域

内分裂な どの 日常的影響を注視 し，r自然破壊が 直接表面化 した り，それ が 健康上 の被害 と し て

現れる とき以外は無視され つ づ けて きた」（鵜飼，1993 ：203）と指摘 した うえ で ，こ の よ うな健康

被害 を起点と して い ない ケ
ース に つ い て も，社会的 ・精神的被害の 構造を解明する こ と こそが環

境社会学の 課題 である と提起 した の で あ っ た 。 被害構造論に な らっ てダ ム 事業をとらえようとす

れば，その 社会的影響 は生 活の舞台が事業予定地 と して 設定 され た と きに は じまる が，こ の 点は

本稿の 結びで再 度確認 しよ う。

　2．2．被害構造論 にお ける時系列 的な把 握の視点

　さ て ，被害構造論ア プ ロ ーチ に よ り問題解決に 資する 知見 を見出そ うと した と き， 起点問題以

外に もさ らに重要な問題が あ る。それ は，飯島にお い て ，問題 局面 に応 じた被害過程の 把握が 瞹

昧な点にある 。 もちろ ん飯島 自身．事例内在的な社会問題の推移に つ い て，十分に注意を払 っ て
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表 1 徳山ダム 移転住民 に お ける 被害搆造

時 期 区 分 特 　 　徴 発 生 した 問 題

移 転前 （1957−84年） 地域 内の 人間関係悪化

地域社 会の 荒廃

将 来 の 不 安

地域 内対立 （地 域 問題 ）

生活 設計へ の 影響 （生活問題）

移転後 生 活再建 期

（1984
−95年）

生 活基 盤 確立 へ の 模索

新 コ ミュニ テ ィ へ の 適 応

再就 職問題 （経済問題）

家庭 内 の 不 和 ・離 婚 （家 族 問 題 ）

生 活不 適応 ・故 郷 喪 失 感 （健 康 問 題 ）

ダム 見 直 し論の 展 開期

（1995−2000年）

移転後 生活の 落ち着 き

時代情勢変化へ の 戸惑い

移転理 由の 揺 らぎ

（ア イデ ンテ ィテ ィ問題）

（出所）　浜本 （2000，Hamamoto （2013）か ら
．
部修止．

い た。た とえば，新潟水俣病問題 を分析する に際 し，飯島は 〔被害 の 発端〕か ら，〔第
一

次的派

生被害 （身体
・
精神

・人 間 関 係 ）ユ→ 〔第 二 次的派生 被害 （地 域 社会 関 係）〕→ 〔最終的被害 （生 活構

造被害）〕 とい っ た段階的に派生する被害状 況 を示 して い る 〔飯島 1999 ：195−197）。 しか しなが ら，

問題経過 の どの タイ ミン グで こ れ らの 段階が 対応する の か （あ る い は 対応 しない の か ）に つ い て，

被害構造論に直接的 に組み込んだ説明は して い ない 。

　飯島をは じめ とす る こ れ までの公害の社会学研究は，その 経験的事実 として t 加害源企業に よ

る 被害の 過小評価 と責任回避 に よる被害の 拡大，判決勝訴 による
一

定程度の解決，二 次訴訟の 展

開 と認 定の 厳格化，それ に ともな っ て生 じる 「ニ セ 患者」問題 の 発生 と い う問題推移の パ タ ン を

明 ら か に して きた 。 こ こ で ，ニ セ 患者差 別に よる 〔第二 次的派生被害 （地域社会関係）〕は，認定

制度 の 運用 と リ ン ク して お り，勝 訴判 決 と 二 次訴訟 に ともな っ て 深刻化する の で あ っ て ，それ 以

前 に生 じる の で は ない と説明で きる の で はな い だろ うか。イ タイイ タイ病に つ い て も，渡辺伸一

と藤川が 「業病時代 と鉱毒説が 地域に浸透 し始め た頃 とで は，差別の 意味合 い が異な っ て い る」

（渡辺 ・
藤川，2007：257）と指摘 して い る よ うに，鉱毒説が発表 され た 1957年以降 は，忌避 の 対

象が 患者の 出た個 々 の 家族か ら次第に 当該地域全体 に広が り，さ らに 68年の 提訴後は富山県産

米の 不買の動 きが出る など差別が拡大 した の だ とい う （渡辺 ・藤川，2007 ： 257−260＞〔6）
。

　筆者はか つ て，こ うした問題推移 と照 らした把握を徳山ダ ム （事業者 ：水資源機構，1971年着手

→ 2008年竣 工 ） の 事例研究 にお い て 試み た こ とが あ る （浜本，2001 ；Hamamoto ，2013）。 それは表 1

の とお り，ダム 予 定地住民 （移転住民）と して の 被害 の 特徴 は事業進捗の 各段階にお い て異 な っ

て い る の み ならず，その多 くは健康上 ある い は経済的な被害で は な く，精神的被害で ある こ とが

明 らか に な っ た 。 さ らに，移転後約 10年が経過 し た段 階で 展開 さ れ た事業見直 し議論は，そ れ

まで の 移転補償お よび生 活再建過程にお ける被害の 総体がすべ て覆 い か ぶ さ る よ うな深刻な苦痛，

とくに自身の全人生 を否定されて しまうかの ような打撃 をもたらして い るの で あ っ た 。 それは，

各予 定地住民が ダ ム事業に対 して ，か つ て い か なる態度だ っ たか にかか わ らず，例外な く早期着

工 を求め る論理構成を説明する もの であ っ た 。 本稿で は，筆者が その 後に継続 して きた ダ ム研究

の 蓄積を踏 まえ，徳 山ダム の みな らず，日本の ダ ム 事業全体に射程を広 げ，そ の 特徴に つ い て の

整理 を試み た い
。
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3．モ デル 化の基礎作業

　3．t．国内ダム 問題 の全体像

　モ デ ル化へ 向けた基礎作業として，戦後 日本における ダ ム 事業の 特徴お よびそ の社会問題の 全

体像 を確認 してお こ う。 第 1 は，戦後 日本 に お い て ，ダ ム の 目的 と建設時期は明確な特徴 を有 し

て い る点で あ り，大 まか に発電→利水 （水道 ・工業 用 水） → 治水 と い っ た流 れが あ る。1950年代

の 戦後復興期は，国家的緊急課題で あ っ た電力不足 へ の 対応 か ら，52年に電源開発促進法が制

定 された 。 こ の と き国策会社 として設立 された電源開発株式会社が戦後 日本の ダム 事業 を先導 し

て い っ た の で あ る 。 60年代に は都市人口増大へ の 対応 と して ，61年に水資源 開発促進法が定め

られ，62年に は特殊法人 と して 水資源開発公団 （2003 年 よ り水資源機構）が設立 され た 。 また 80

年代にな る と，森林荒廃を背景に治水が重視 された 。

　第 2 は，1990年代半 ば以降，ダ ム 事業 を中心 とする公共事業に批判が集 まり，見直 し作業が

は じ まっ た こ とで あ る。い うまで もな く，こ れ は公共事業 の
一

大転換点で あ り，公論形成の ため

の 公 共圏 の 創出を意味 した 。 ダ ム 事業の 社会問題 は従来，事業者 と水没対象住民 と の あ い だ の

「局地的説得交渉型」 と して構成 される こ とが 多か っ た が，事業の 妥当性 をめ ぐる 下 流都市住民

か らの 異議 申し立 て を軸に展開する 「広域的社会合意型」へ と変化 して い っ た ともい える 。

　そして 第 3 は．最大の特徴で あ り，問題で ある 。 すなわ ち，事業長期化で ある 。 図 1 は，日本

ダ ム 協会 の デ
ー

タベ ー
ス

 
をもとに 1950〜2009 年に竣工 した堤高 60 メ

ー
トル 以上 の 342ダム を

対象 に，竣工 年代別の建設年数 を まとめた もの である 。 こ れ に よれば 70年代 まで は正 式着手か

ら 10年以 内に竣工 する こ とが 多 い が，80年代以 降は 10〜20年以上 に及 ぶ こ とが常態化 して い

る こ とが み て とれ る 。 しか も，こ の デ ータ で の事業着手年とは，ダ ム の 基本設計や工 期 t 費用負

担割合 などを定め る実施計画調査段階の も の であ り，予備調査期間は含 まれ て い ない 。予定地住

民の 時間認識 で は，こ の デ
ー

タよ りさ らに長期に わた っ て 予定地 と して すご し て い る こ と に留意

した い 。

　3．2．ダム事業の 長期化要因

　で は，い かなる要因が，こ の ような長期化 をもた らして い る の か 。 まずは，事業運営の 組織体

制 として ，水資源開発公 団の 設立 が大 きい 。 公団事業が長期間にわた る用地取得 まで の プ ロ セ ス

を保証 した結果，用 地交渉 の 見通 しがな くとも基礎調査 だ けが何年も続 くとい っ た，事業の継続

自体 を目的化 した ような現象が各地 で み られた の で あっ た 。 今一つ は．水需要が頭打 ちにな る時

代状況 の 変化に対応で きな か っ た 点で ある 。1970年代以 降，進捗 して い ない 事業で は利水需要

が減 じる タ イミ ン グ と前後 して ，それ ま で は建設 目的と して さ ほ ど掲 げられ て い なか っ た治水が ，

にわか に 強調され る現象 もみ られた
（8〕

。
こ うした状況 を背景に，90年代半ば に は，長良川河口

堰反対運動 を契機 と して 公共事業の 是非 をめ ぐる見直 し議論が巻 き起 こ り，それ以 降，費用対効

果，治水効果，生態系へ の影響などさまざまな観点か ら再検証が お こなわれ るよ うに な っ た 。

　 こ れ らの 硬直的な事業運営 は，公共事業の 問題 点と して繰 り返 し批判されて お り，こ うした

「行政の 失敗」「政府の 失敗」を検討する こ とは環境社会学 と して 重要で ある 。 しか しここで は，
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（出所 ）　 日本 ダ ム 協会 の デ
ータ ベ ース よ り筆者作成．

　 　　 　　 　　 　　 図 1　竣工年 代 別 ダム建 設 年数

90
’
s 　　　　　　2000

’
s

■ 15−19年
M35 −39年

長期化に 関与 し て い る 別 の 問題 すな わ ち補償政策 の あ り方に 焦点 をあて た い
。

こ れ を体現 して

い る の が，1974年に施行 された水源地域対策特別措置法 （以 下，水特法）で あ り
（9）
，こ れが，蜂

の 巣城 闘争
（ゆ

を経て制定 され る と，ダ ム 建設の い わば見返 りとして の 地 域 開発は予定地 に移転

容認 を促進させ るよ うな機能をはた した の で あ っ た 。

　 こ の 点は，田中滋が 「補償の公共事業化」 と批判 し，「補償を単な る金銭補償か ら過疎対策的

な公共事業へ と昇格 させ る こ と で地元住民や市町村 の 反対 を沈黙させ る」 （田 中，2001 ： 131） よう

な機能をもっ た の はた しか で あ る。 しか し，こ こ で 強調 した い の は，水特法 に基づ き周辺整備の

メ ニ ュ
ーを詰め る過程 に お い て ，さ らな る 時間 を要す る こ と にな っ た 点で あ る 。 もちろん，い か

な る 補償条件が呈示され よ うと も立 ち退 きを拒否する 人 々 に 対 して は，公共性の 名の もと に 土 地

収用 にか ける こ とが で きるが，現実に事業者は こ の 「伝家の 宝刀 」を抜 くこ とな く．蜂の 巣城闘

争の 轍を踏 まない よう移転の 同意を得る こ とを最重視した 。 予定地 住民の 側で も，故郷を失う代

償 として の 補償措置は で きるだ け多 く充実 した もの で ある こ とを切望する もの で あ り，容易 に妥

協点 を見出せ ない 。 こ うして， ときに予定地住民か ら具体的要望が 出され，ときに事業者側か ら

もさ まざ まな活性化案が提案され，先例地視察 もさか ん にお こ なわれ た 。 こ の ような双方の 努力

が結果 とし て，長期化 に拍車 をか け る こ とに な っ た の で あ る。温 井 ダ ム （国土交通省，1974→ 2001

年）の 予定地 住民は，水特法に準 じるかた ちで 周辺整備案が まとまる まで ，各戸個別の 補償交渉

は い っ さい しない こ とを運動 の 方針に据 え，そ れが充実 した周 辺整備 メ ニ ュ
ーを勝 ち取 る こ と に

つ なが っ た （浜本，2015 ：89−94）。 だが他方で は，こ うした予 定地住民の 姿勢 もあい まっ て
， 住民

に 寄 り添 っ た は ずの 補償政策の改善は，む しろ こ れが よ く機能 し て い たがた めに，長期化 とい う

意図せ ざる帰結 をもた らしたの であ っ た 。

　以上，予定地 住民 （移転住民）を取 り巻 く社会的影響を検討す る にあた っ て は，水特法 を中核

とする補償措置の 充実化 （70年代前半），公共事業の 見直し議論 （90年代半ば）が 重要 な意 味を も

っ て い る 。 そ こ で ，水特法施行以前 （〜74 年）と，水特法施行か ら公共事業見直 しが社会問題化

す る まで （74〜95 年），そ してそれ以降 （95 年〜
）の 3 つ の 時代区分に基づ い て，以下 で さ らに検

討して い こ う。

10

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



The Japanese Association for Environmental Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　 Japanese 　 Assoclatlon 　 Eor 　 En ▽ lronmental 　 Soclology

特集 ；環境 社会学の ス コ ープ

表 2　戦後 日本に お ける ダム 事業の 社会的影響モ デル

一1974 年　　　　…　　 1974−95 年　　　…　　　 1995年一

  予 定地 の 局面 　 　 　 地域内の 人 間関係悪化 ・対立 　　　　　 …

畑 ・森林 ・住宅 ・公共施設 な ど地域 社会の 荒廃 …
　　　 将 来 の 不 安／ 生活設 計 へ の 影響　　　　 …

  生活再 建 の 局面 　 　　 　 生活基 盤確立へ の 模索／再就職

新 コ ミ ュ ニ テ ィへ の 適応 （生活不適応 ・故郷 喪失感）

　 　　 　 　　 　再 移転 ／ 残 存地 利 用

  水源地域活性化 の 局面 　　　　　　施設お よ び イ ベ ン ト運 営
…

…　
新

黷攤欝
応

  事業見 直 しの 局 面 …是 非論争へ の 酬 感

…　 移 転理 由の揺ら ぎ

…

  事業 中止 の局面 …慰謝鞭 求 と行政 不信

…人間関係 ・社会関係修復

…　 　 　 地域再生L

4． ダム 事業の社会 的影響モデル に お ける 5 つ の局 面

　3 つ の 時代 区分 の うえに ，被影響者に もた らせ る犠牲や 苦痛 を念頭 にお い た とき，戦後 日本の

ダ ム 事業は 5 つ の 局 面 に分類す る こ とが で きる 俵 2＞。 すなわ ち，  予定地 の 局面，  生 活再

建の 局面 とが まずあ り，水特法 の 対象 とな っ た場合などで は，  水源地域活性化 の 局面，がある 。

こ れ らに加 えて ケ
ース に よ っ て は．  事業見直 しの 局面，  事業中止 の 局面 が あ らわ れ る。

あらゆ る ダ ム 事業がすべ て の 局面 を もつ わけで はな く，おお むね事業が進捗する時間軸に沿っ て

並んで い るが，例外 もある 。 た とえば，事業見直 しの あと に住民移転が お こ なわ れ，水源地域活

性化 に取 り組む場合 には，  →   →     と い う順序 になる だろ う。 で は，以 下 に各局面 をみ て

　 や　　 s

い 一つ 。

　  予 定地の 局面

　ダ ム事業の 影響は，候補地 の 1 つ に な っ た時点ある い は予定地 にな っ た時点か らは じまる 。 そ

れは ボ
ー

リ ン グ工 事が は じま り，自然環境が改変され る と い う実際的影響 を意味するの で はな い 。

それ以前 に，目 に み えな い 地域社会 の 動揺 と して あ らわれ る の で あ り，予定地住民は事業の 対応

を否が応で も求め られる こ とに なる 。 戦後 日本に お ける代表的な発電 ダム の 1 つ で ある御母衣 ダ

ム （電源 開発，1957→ 61 年）に お い て ，1952年にダ ム 反対委員会が 結成 され た の は，ダ ム 着工 が

正式に決定 され る前の 出来事で あ っ た こ とはそれを示 して い る （浜本編 2011： 34）。

　また，各ダ ム予定地 で はほぼ共通 して，住民同士の 人 間不信や行政不信が生 じる 。 御母衣 ダ ム

の 反対運動が激 しか っ た背景 には，事業者 に よる切 り崩 し工 作や，住民の 代替案 に対す る 回答遅

延 とい っ た経、験が現地 事務所 に対 して 強い 不信感 を抱 かせ て こ とが 大 きか っ た （浜本編，2011 ：

41）（
11）。徳山 ダ ム事例で もイタ ズラ電話や脅追 など，ダム へ の 態度 をめ ぐる家族内 ・地域 内の 人

間関係の 亀裂が 生 じ た 。 温井 ダ ム で は，1度 は受け入 れ の テ
ー

ブ ル に つ い た予定地住民た ちが下

ll

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



The Japanese Association for Environmental Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　 Japanese 　 Assoclatlon 　 Eor 　 En ▽ lronmental 　 Soclology

浜本 ：戦後 日本 にお ける ダム 事業の 社会的影響モ デ ル

流 自治体の 姿勢に態度を硬化 させ，い っ さい の 交渉を凍結 させ たこ ともあ っ た （浜本，2015 ： 90）。

　 また水没予定地で は ，地域 イ ン フ ラの 新設
・
補修は 二 重投資を避 けるため に控 えられ る の が常

で ある 。 予 定地住民 の 側 で も，移転受け入れ を決意する か，ある い は，不本意なが らや むなし と

判断 した段階で は，労力の か か る田畑や森林の管理 を放棄す るこ とが多 く，地域環境が荒廃 して

い っ た 。

　さらに徳lllダ ム で は，生活設計の 見通 しが 不透明に な る苦悩や戸 惑い も大 きか っ た 。 事業者側

の 公式手続 きだ けで も完成年度が 3 度変更 され ただ けで な く見込み と して 語 られる ケース もあ り，

予定地 住民に と っ て は移転する 時期が 「来年か，再来年か」 と見通 しが立た な い まま長期 間にわ

た る こ と に な っ た （浜本，2001：177−178）。 飯島も六 ヶ 所村事例 で 指摘 して い る （飯島，1998）よ う

に，こ の よ うな予定地 における生活設計の 不安は，ダ ム事業に 限 らず多 くの 事例で 共通 して生 じ

て い る 。

　もちろ ん，事業者 と住民 と の あい だ の 関係性や生 じる問題は，予定地住民 の 姿勢が反対運動な

の か条件 闘争 なの か で異 な る こ とが 多い 。典型 的 に は，農林業の 衰退，過疎化 を背景 とする

1960〜70 年 とい う時代状況 の なかで ，反対運動か ら条件 闘争へ と変化 して い くこ とが多い （水特

法 は ま さ に こ の タ イ ミ ン グ で 予 定地住 民 に ダ ム 受 け 入 れ を促 した）。 反対姿勢で 一貫 して い る場合 には

生活設計の 問題 は表面 化しな い が ，反対運動か ら条件闘争ヘ シ フ トす る 過程 で は こ の 生活上 の 将

来不安が 大きな懸念材料 とな る 。 こ うして，「蛇 の 生殺 し」「真綿で 首を絞め られ る ような」状況

が生 まれ，ダ ム 事業な しには地域社会お よび 自身の 将来像を描 くこ とはで きな くなるが，先にみ

た よ うに，こ の 予定地 と して の 状 況 下 に数十年 に もわた っ て おか れ る こ とが多 く，90 年代半ば

以 降に見直 し議論が さかん になる と，また別の 問題が登場す る 。 それ らは   で みて い こう。

　  生活再建の 局面

　補償交渉が妥結し，ダム 工事が本格着工 され る段階に 至る こ ろ に は．水没移住者は生活再建 に

取 り組 む こ と に なる が
， 時代 ご と に異 な る補償基準が生 活再建 の 成否 を左右する 。 戦前に計画の

あ っ た小 河内ダ ム （東京都，1936→57年〉で は石川達三 の小説 『日蔭の 村』で 描写 され て い る よう

に，予定地 と して 放置 され たた め に生活が成 り立 た な い ような深刻な状 況 に陥っ た の ち，1938

年 に八 ヶ岳山麓へ 移住した丹波山村や 小菅村か らの 立 ち退 き住民が 清里の 開拓に 寄与 して い る 。

そ して ，その 道程は過酷なもの で あ っ た 。 こ うした例が あ らわ して い る よ うに，農業を生活の糧

とする地域では移転先における代替農地 の 確保が死活問題 に なる が，戦後 日本の 場合，第 1次作

業の 比率が急速に低下 して い っ たため，ダム移転に ともな う生活再建は代替農地が 焦点におか れ

るこ とは少なか っ た 。 む し ろ重要なの は，再就職問題 （雇用問題）で あ り，そ の 時 々 の 景気動向

等 によ っ て 異な っ て い る 。 御母衣ダム に ともな う移転者なか に は東京や 名古屋 の 中心 地 に移転 し，

補償金 を不動産投資に あて る 住民 も少な くなか っ たが （浜本編，2014），こ れ は補償基準だ けで な

く，そ の 当時の 経済状況を反映 して い る 。

　しか しなが ら，生活再建は経済的な生活水準の 回復だけを意味する わけで はな く， 新しい 環境

で の 適応が求め られる 。

一般 に，地区外移転の場合は生活適応 の 問題 か ら困難が よ り大 き い が，

徳山ダム の ように，それまで の 山村生活から都市近郊へ の移転は，生活上の 大 きな変化 をもた ら

した 。 雇用 ・家計上 の 問題の み な らず，故郷喪失感，生 活不適応に よる健康不良と い っ た 問題が

12

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



The Japanese Association for Environmental Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　 Japanese 　 Assoclatlon 　 Eor 　 En ▽ lronmental 　 Soclology

特集 ： 環境社会学の ス コ
ープ

生 じ，さらに は家庭内の不和 ・離婚 も目立 っ た 。 こ の ように諸外国と比 べ て手厚 い と考えられ る

戦後 日本の補償措置を もっ て して も，生活再建は必ずしも容易で はない の で ある 。

　ス カ ッ ダ
ー

が指摘する よ うに，生活再建過程は移転直後 とその 後 とを分 けて 考える必要がある

だ ろ う。 激 しい 反対運動 を ともなっ た御母衣 ダ ム で は。か つ て の 賛成派，反対派にかかわ らない

大規模 な親睦組織 「ふ る さ と友の 会」が結成 され た が ，
こ れ は移転後 10年以上 が経過 した 1970

年であ っ た。 こ の こ とは，生活再建の 落ち着 きまで に時間を要する こ と を説明して い る 。 また
，

生活再建の根幹的な問題が の ち に発生する こ ともある 。 徳山ダ ム で も残存地買収や，集団移転地

に地盤沈下が生 じた こ とに よる再移転 などの 問題があ り （Hamamoto、2013），こ れ らはあ ま り知ら

れ て い ない が，実は社会的に顕在化 して い な い 深刻な問題は少な くない 。

　こ の よ うな生活再建過程で は，個人 ・家族 レ ベ ル で の 生活安定化 に邁進する こ とになる と同時

に，集団移転地の 場合 に は コ ミ ュ ニ テ ィ づ くりに も尽力す る こ とになるだ ろ う。 ただ し従前居住

地 との 関係性が 希薄に なる地 区外移転者 も少な くない 。 長 い 補償交渉 の 後 　よ うや く新天地 に移

住した後 は地域社会全体の こ とよ りも個 々 人，各家庭で の 生活建て 直しに追われ る
一
方，精神的

余裕を取 り戻 した い か らで ある （浜本 ・相原，2009 ：75）。

　  水源地域活性化の 局面

　とは い え，1974年の 水特法の 施行以 降，そ の対象 となる と，予定地住民 （の
一

部）と地元行政

は水源地域活性化 とい う
一

大仕事 に取 り組む こ と に な り，地 区内移転の 場合，典 型的 に はダ ム 観

光 の 成 否が生 活再建 と密接 にかか わ る こ とも多 い 。

　水特法に よ り，活性化関連施設を用意されれ ば，バ ラ色 の ダム 観光が期待され るか もしれない

が，現実的にけ っ して 容易で は な い
（12）

。 い わ ゆ る ダム 資料館等 の 運 営危機に直面 して い る ケ
ー

ス も少な くな く
（13）

，国土交通省が 3年 に 1 度実施 して い る 「河川水辺 の 国勢調査 」で は，ダ ム

本体で 人 が 呼べ る わけで は ない と い う結果が 読み とれ る （浜本 2010：52）。 同調査 にお い て ダム

の 年 間利用者数 （推計）が トッ プ 5 に入る 日吉 ダ ム （水資源機構，1972→ 97年）で も温 泉 ・レク リ

エ
ー

シ ョ ン 施設 の 維持が重荷 にな っ て い る ほ か
〔14）

，温井 ダ ム で は，地域活性化拠点 と して 約 14

億 円か けた温泉宿泊施設が 92年に整備されたが，第 3 セ ク タ
ー

に よる経営が 2006年に破綻 し．

約 6．000万 円で民間企業に売却され る こ とに なっ た （浜本，2015）。 こ の ように．「ダム とともに い

きる 町」 の 活性化問題は，苦難の 道 を辿 るこ とが多い の で あ る。

　そ の 背景 には，事業者が用 い る 「水源地対策」 とい う言葉が表 して い る よ うに，ダ ム容認の 見

返 りと して の 周辺整備事業は ，こ れ ら の 設備を ど の ように 生かすの か の視点や責任 を欠 きが ちだ

っ た こ と と無関係 で は な い 。 それ ゆ え 1990年代末に は，水源地懇談会が ，ダ ム 建設時に 整備 し

た施設が遊休化 して 地元自治体 の 財政負担が 重 くな っ て い る と指摘 し，こ れ ま で の 「水 源地対

策」 の 抜本的見直 しが必要 と提言 した （水源地研究会編，1999）。 そ して こ れ を受けて ，そ の 後 10

年の あい だ に国土交通省所管ダム の ほ とん どを網羅する約 100の ダ ム で 「水源地域 ビジ ョ ン」
（15）

が 策定され るに至 っ て い る 。

　 こ の ように け っ して 楽観視で きな い 水源地域 活性化と い う営み につ い て，そ の担 い 手 とな るの

は
一

般に，移転交渉過程の 経緯か ら水没住民お よび地元 自治体で ある 。 しか し，み て きたような

移 転 まで の 長期化に よ り， 移転者の 多 くが 高齢世代 に 差 し か か っ て い る タ イ ミ ン グ で の 取 り組み
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が 多 い 。先 に挙 げた 温井ダ ム に お け る 拠点施設売却も，担 い 手 の 高齢化が 背景 にある （浜本，

2015＞。 ダ ム 利用 者が 日本最大 の 年 間 200万人規模 と され る宮 ヶ 瀬 ダ ム （国 土 交 通省 1971→ 2000

年）で は，水没住民の 努力の ほか に，ダ ム 周辺振興 財団 とい う調整役をは たす組織基盤を有して

い る こ とが大 きい 。 こ の よ うな調整役や 外部者の 関与が水源地域活性化の 1 つ の キ
ー

ポ イン トと

な りうる だ ろ う （浜 本，2010）。 ただ しT 事業長期化 の 弊害が こ こ で もか か わる 。 移転第 1世代が

水源地域活性化の 事業経営を現役で 担 い うる の は約十数年程度で あ り，やがて世代交代 の タイミ

ン グが訪れ るが ，多くの 場合，移転交渉を闘っ て きた第 1 世代 と第 2 世代 との あ い だ で は当事者

意識 が大 き く異な っ て い る 。

　もちろん，水源地域 ビ ジ ョ ン の 策定を契機 と して t ダム 湖 を生か した地域づ くりが順調に進ん

で い るとこ ろ もある 。 温 井ダ ム で も平成大合併を背景 に，拠点施設売却後に新た な住民層の 登場

に よ っ て マ ラ ソ ン大会が愛好家の あい だ で 認知 され るなどの 展 開をみ せ て もい る （浜本，2015）。

しか しなが ら，水源地域活性化 とは，水特法 とい う補償枠組み の なか に，活性化施設やイベ ン ト

の 運営，レ ジ ャ
ーをめ ぐる時代環境へ の 適応 など 「骨の 折れ る」仕事 と格 闘する こ とが宿命づ け

られ て い る点 は大 きな意 味を も っ て い る （浜本，2010；2015）。 同時 に，世代交代が順調 に進 まな

ければ，1代か ぎりで 終わ っ て しまい か ねない の が実態で もある 。

　  事業見直 しの 局面

　事業見直 しの 局面 は，実際に は，  予定地の 局面の延長線上 にあ らわれ る場合 もあ るが，こ

こ で は とくに カ テ ゴ リ
ーを分けて い る 。

　 さて ，事業見直 しは，「1度動 き出 した ら．と まらない 」 とい われた公共事業に対 して チ ェ ッ

ク機能が働 くこ とに なっ た こ とを意味して お り1 社会 の 成熟化 を示 して い る 。 しか し，見直 し議

論の タイ ミ ン グが，移転前 な の か後な の かで 状況が 大 き く異なる もの の ，この 局面 は T ほ ぼ例外

な く移転住民に と っ て大 きな苦痛 をもた らして い る 。 移転か ら約 10年後の段 階で 見直し議論が

展開する こ と に な っ た徳山 ダ ム に お い て 自己存在の揺 ら ぎが 生 じ て い る の は すで に述 べ た とお り

で あ るが
〔16）

，見直し議論を経てそ の 後さ らに混迷化してお り，ダ ム 湖 の 周回道路建設 を盛 り込

ん だ公共補償協定が 白紙化 される と い う事態 も生 じて い る （Hamamoto ，2013＞。 こ の ような事態の

発生は ， 公共事業見直 し論議 を通 じて コ ス ト縮減 と生 態系へ の 配慮を求め られた事業者が ，移転

住民 との 約束 を反故 に した とみ る こ とが で きる 。 その ため，移転交渉当時，住民に移転同意を呼

びか ける 役回 りに あ っ た村役場役員は，許 しが た い 裏切 り行為 と して ，行政訴訟を起こ して い

る
（］7）

。

　1990年代後半か ら 2000年代にか けて おこ なわれ た見直 し作業は，こ の 時点で計画か らすで に

数十年が経過 してお り，被影響住民 に とっ て は もはや 後戻 りが で きな い 状況下 にあ っ た 。 ゆえに，

こ うしたタイ ミ ン グで の 再検証は，さ らな る混迷 と長期化を もた らすもの で しか なか っ た。09

年の 民主党政権誕生時 に脚光 を浴び た 八 ッ 場 ダ ム は ，マ ニ フ ェ ス ト に よ る 中止 宣言か ら再検討を

経て，現在，建設 へ 向か っ て進捗して い るが，こ の こ と はす で に移転 同意 で 固 ま っ て い た 多 くの

予定地住民に と っ て，さらなる苦痛 と人生時間の 収奪 を意味 した の で あ っ た 。
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　  　事業中止 の 局面

　1972年に 中止 とな っ た沼 田 ダ ム計画の よ うな例 を除 き，90年代 ま で は ダ ム事業が 中止 とな る

こ とは まずなか っ たが，2000年の 細川内ダ ム 中止 決定以 降，その 後は，再評価手続 きに よ っ て

休止ある い は 中止 となる事業 も増 えた 。 しか しなが ら， こ れ らの 検証作業は もっ ぱ ら河川工 学的

あるい は経済学的観点か らお こ なわれ ，こ こにお い て 同時に考慮 され るべ き被影響住民の 存在に

つ い て は事後対応 となる の が通例であ る 。 そもそも，中止 になっ た際の補償問題 に関する規定が

存在 し て お らず，2000 年代 に は 「事業撤退 の た め の ル ール づ くり」に つ い て 法案化が議論され

る ように なっ たが，民主党政権 を経て現在 もなお法案化は されて い ない 。

　こ うした 中止 局面で は，住民の 瞬間的反応 と して ，振 り回 され た こ とへ の 憤 りと不信感が従来

以上 に激 しく渦巻 くだ けで な く，長年に わた る苦悩 の 代償 として の 慰謝料請求 とい うかた ち で あ

らわれ る こ とが 多 い
。 そ して事業者 は，地域活性化 （再生）の た め の 諸 メ ニ ュ

ーを組 むこ と で 慰

謝料要求へ の 対応 とする 。 そ の 実施規模や体制や事例 に よ っ て異なるが，2000年に中止が決定

した鳥取県の 事業で ある中部 ダム事例は，こ の 難題に対 して 1 つ の示唆 を与 えて くれる （浜本，

2002）。 鳥取県で は片山善博知事 の 肝入 りで ，県土 木部内 に 「旧中部 ダム予定地域振興課」を設

置し，各部署か ら新たに 5 人 の 専任職員を人選 して新体制 をつ くり，慰謝料 に代わ る もの として

の 振興案づ くりを模索 して い っ た 。 01年 6 月には，予定地住民 と鳥取県の あい だ で ，住宅の新

改築費用 の 最大 380万 円まで の 支給や，地域振興活動交付金 の 支給な どを含ん だ振 興策が合意 に

達 して お り，予定地住民 も一定の 評価 を下 して い る。こ の過程で 生 ま れ た行政へ の 信頼感 は実際

に，ほ と ん ど の 地域振 興メ ニ ュ
ー

が 速や か に実施 された こ とで 揺 る ぎな い も の に な っ て い っ

た
〔18）

。

　しか し ，
こ の 中部ダ ム事例 が ただち に他事例 に も応 用 で きるわけで は ない 。 補助事業だ っ た同

ダ ム は い わば県知事の 英断 によ り事態打開が図 られたが
（19〕

，国の 直轄事業で は中止後対応 の責

任主体が しば しば明確で な い ため，問題が放置 され やす い
。 ここ で の最大の 問題は，中止 と い う

最終決定で はな く，事実上 の 中止 ＝休止 とい う曖昧な幕引 きに よ り中止後の 対応が 進まな い ケ
ー

ス であ り，中止局面を迎 えて もなお終わ りの み えな い ダ ム 事業に，住民は義憤と諦念 と の あ い だ

で疲弊 し きっ て しまうの で ある 。

5．結　 　び

　5．1．限界 と補足

　以 上で足 早に 5局面 をみ て きたが，本 モ デ ル はあ くまで ，筆者が把握 して い る限 られた事例に

基づ い た特徴 を整理 した もの で あ り，すべ て の ダム 事業を説明で きるわけで はない 。当事者の 主

観や 意識 変化，記憶な ども考慮 しな ければ な らな い が （浜本編，2014），こ の モ デ ル には組み 込ん

で い な い ほか，ダ ム 撤去 に か かわ る社会的影響は ，6 番 目の 局面 と して 挙げる べ きとの 指摘 もあ

る だ ろ う。

　また，時代区分，局面区分に 基づ く把握に 力点を置 い た た め ，飯島が論 じた ような被害 の 度合

い が社会的要因に よ っ て 異なる点は示 して い ない
。 こ の 点を補足すれば，家族成員の ライフ コ ー

ス ，社会階層，所属集団，所有資産の多寡 （財産補償 で ある ため補償金額 に 直結）はや は り重要 な要
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浜本 1 戦後 日本に お ける ダム 事業 の社会 的影響 モ デル

素で あ る 。 もち ろ ん ，外部者の 支援 ，
メ デ ィ ア の 動向も各局面 にお い て 大 きくか か わ る 。 水源地

域活性化の 局面で は行政や企業の 関与度合 い 。平成大合併 に 関連す る要因も大 きい
。 事業見直 し，

中止局面で は， ときの 政権政党の 考え方，事業者や行政 の ス タ ン ス に よ っ て事態 は大 きく異な る

だろ うD

　こ の ほか，5 つ の 局面 の い ずれか に 回収で きな い 被影響住民 の 問題 もあ る 。 そ れ は，ダ ム 予 定

地 とい う特殊 な状況下で長期間にわたっ て生活する うちに，予定地住民に形成されるある種の性

格傾 向で ある （浜本，2002 ： 18−21）。それ らは さ しあ た っ て ，被影響住民 の あ い だで 行政不信 ・人

間不信が積み 重な る こ とに よ っ て 形成 され る猜疑的性格，「協力者」「犠牲者」と して の セ ル フ イ

メ ージの 内面化に よる受動的性格 とがある （浜本，2002）。
こ れ は被害構造論を適応すれ ば 「人格

上 の 変化」と して とらえ うるが ，こ こで は個 々 人 の 人格変貌では な く，地域社会にもた らされる

もの で ある 。 中止局面を迎 えた事業にお い て ，必ず しも訴訟へ と展開 しない の は長期化 に よる疲

弊 と高齢化が 大 きな要因で あるが，それ と ともに，被影響住民に形成 され る受動的性格も理 由の

一
つ に なっ て い る と考えられ る （浜本，2002：18−21）。

　5．2．人生時 間の 収奪

　以上 の よ うな点は留保しなけれ ばな らな い が 1 本稿 の モ デ ル 化 を通 じて ，あ らためて何 をとら

える こ とがで きる の か ，国外の 動向も念頭 にお きなが ら確認 し よ う。 華山は 1960年代当時，金

銭補償 の み な らず生活再建 を容易にす る た め の 行政的な措置 （と くに，代替農地 の 用意），さ らに

は地域 開発 が必 要で あ る こ とを主張 して い る （華 山，1969）。 こ れ はチ ェ ル ネア が，開発 に と もな

う住民移転で生 じうる リス ク回避の ため，い かに完全 に手 当されて も補償それ 自体で は不十分で

あ り，発展の た め の投 資もまた必要 であ る と した提言 （Cernea・ and 　McD 。well ，2000） と共通 して い

る 。 行政法学者 の 小高剛が評する よ うに ，戦後 日本で は諸外国と比 べ て 非常に きめ細 か い 水没補

償の仕組み を運 用 して お り （小高，1999：267−268），生存 問題 に直接かか わる ような悲惨な移転条

件に なる こ と は まず なか っ た 。 と りわけ，水特法お よび水源基金の 整備 は，まさ に チ ェ ル ネア や

華山が 提言 して い た よ うな水没地域へ の 投資 をお こ なうた め の仕組み を具現化 した意味 をも っ て

い た 。

　しか し．ダ ム建設の社会的影響は，たん に移転者数や補償金の 多寡だけで は説明で きない
 

。

移転後 も水源地域活性化は けっ して 容易ならざる任務で ある こ と，事業見直し t 巾止局面 に至 る

社会変化，そ の 中長 期にわた る社会的影響 を追 うこ とで，金銭的に は 説明で きない 精神的被害を

ク リア に把握する こ とがで きる 。 と りわ け，予定地で ある こ との 影響は，これ まであ ま りに も過

小評価され て きた と い わ ざるを えな い 。 そ れゆ えに，移転前に中止 となっ たケ
ース で は，現行制

度上 で は補償対象 とならな い ため，予定地局面にお ける犠牲が まっ た く零れ落ちて しまうの で あ

る。

　こ こ で，再度強調 した い の が長期化傾向で ある 。 予定地 住民に な っ た こ とで 事業に巻 き込まれ，

反対運動か ら補償交渉過程 に おける行政不信，人 間関係 の 亀裂 を経験 す る 。 「30 歳 の と きに ダ ム

計画 を知り，ダ ム 問題 に明け暮れ て い るあい だに時間が経 ち，移転 した ときには還暦を迎 えて い

た」 とい うダ ム移転住民か らしば しば聞か れ る声は，こ の 長期化 を象徴的に物語 っ て い る 。 生 活

再建 の 苦労を乗 り越 え，水源地域活性化の難題に も向か い 合 い なが らも，移転後 に多 くの 人生時
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間が残 され てお らず，す ぐに世代交代 を差 し迫 られ る とい うしわ寄せ をももた らして い る 。 事業

見直 し，中止局面に まで至 る と，さ らに長期化する 。 これ は，予定地局面を起点 と して 生 じる負

の ス パ イ ラ ル で あ りT お よそ数十年にわたる人生時間を規定 し，奪 い 取 っ て しまうこ とを意味す

る 。 い わば，「長期化の 蟻地獄」か ら逃 れ られ な い 状況を呈 し て い る の で ある 。

　以上 ，ダ ム 事業の 負の 影響 として ，第
一

義的には住民移転の （経済的）成否が 重要で ある の は

い うまで もない が ，日本の 経験をみればそれがけっ して 唯一の 問題で なく，その社会的影響 は じ

つ に多様で ある 。 そ して ，
い ずれ もけ っ して見すごすご との で きな い 問題群で あ り，こ の こ とは，

被害構造論が あた か も重症患者で はない か らと い っ て 切 り捨て て よ い わ けでは な い こ とを指摘 し

たの と同様の 意味をもっ て い る 。 お そ ら く原子力発電や それ以外の イ ン フ ラ事業で も同様の 問題

を指摘で きるだ ろ う。 本稿の 到達点はこ こ までで あるが ，こ れ らの知見か ら，具体的な問題解決

へ 向けては さらに慎重 な議論が求め られ る 。

注

（1） 筆者 は 1999年か ら現在 まで ，国内外 に お い て 40事業以 上 の ダ ム 調査 に 従事 し て きた が ，本稿 で は

　　紙幅の 関係 で こ れ らの うち ご くわ ずかな事例を挙げ て い る 。

（2） 世界銀行 は世界最大の 開発援助機関で あ り，数多 くの ダ ム 事業に融資し て きた が，チ ェ ル ネア は，

　　 1980年に 初 め て住民移転の ガ イ ドラ イ ン を定め る の に 主導的役割 をは た した人物 で ある 。 IRR モ デ

　　 ル で は，  土 地 の 喪失   家屋 の 喪失   雇用 の 喪失   生活 レベ ル の 低 下，  食料確保の 危機

　　  疾病罹患率 と死亡率 の 増加，  共有財 へ の ア ク セ ス 喪失，  社 会 の 無秩序化，以 上 8 つ の リス ク

　　 を挙げて い る （Cernea，［1985］1998＝1998：137）。

（3）　 こ れ は 移住者 の 生 活再建パ タ ン を段階 ご とに整理 した もの で あ り，それぞれ第 1段階 （計画立案
・

　　初期 の イ ン フ ラ 開発 ・入植者募集〉，第 2段階 （移行期），第3 段階 （経済的お よび 社会的開発），第

　　4段 階 （移譲 ・編 入）に 分け られ る が，こ こ で と くに重要なの が，第 2 段階 と第 3段 階を明確 に 区別

　　 して い る 点で ある。ス カ ッ ダーは，プ ロ ジ ェ ク ト立 案者 は た だ ちに 生産収益 を期待 で きる と誤 解 して

　　 い る が，少 なくと も 2〜5年 の 移行期間 に 生産性向上など期待 で きない と指摘 し て い る （Scuddert

　　 1991＝1998；2005）ロ

（4） 華山は，事業 の 影響 を受 け る 人 々 を ll に 分類 して い る 。 こ こ で は 必ず し も自らの 家屋 が 水没 対 象 に

　　 な っ て い る だ け で な く，所有農地 や林地が一
部 の み 対象 となる 場合 も含 まれ る。本稿 に お け る 「予 定

　　地住民 」とは事業移転する 人 々 を 中心 と しつ つ も，こ の よ うな人 々 も含 まれ る。

（5） 飯島の 被害構造論 は．1970年代半 ば に その ア イデ ア が示 され て 以降，何度も改訂され て い るが ，そ

　　 の 過程 は 友澤 （2014） の 労作 か ら辿 る こ とが で きる。「昨年，公 害 と労働災害 に 関す る 年表をまと め

　　た の をきっ かけに，薬害 も含めた こ れら 3災害 の 関連性を調 べ る こ とを 意図す る に 至 り，今回 の 被害

　　の 構造 に 注 目 した 3者の 比較分析の 試 み とな っ た 」 （飯島，1979 ； 57） と飯島自身が 記 し て い る よ う

　　に，飯島に とっ て年表作成が 被害構造論の 着想に も影響を 与えて い る こ とは 重要 で ある。た だ，友澤

　　が 指摘す る と お り，その 中核 に あっ た の は 飯島が 70年代 に 従事 した 薬害ス モ ン 調査 で あ ろ う。 飯島

　　 （1982）で は イ タ イ イ タ イ病，ク ロ ム 中毒も加えて，そ の す べ て に 共通す る 被害構造をま とめたうえ

　　 で ，森永砒素 ミ ル ク 中毒事件 とカ ネ ミ油症事件を 中心 に 論 じて もい る 。

（6） 藤川 は さ らに時系列的な把握の 重要性 に 注 目し，ニ セ 患者問題が生 じる 背景 に は，社会的関心の低

　　下 とい う時間の 経過 を 加害側 が 利用 した側 面 を指摘す る （藤 川，2007 ；299−301）。

（7）　ダ ム とは，高 さ 15メ
ー

トル 以 上の 河川 をせき止 め る 土木構造物 と して定義され る 。 江戸時代以前 に

　　土 を盛 り立 て て 築 か れ た 約 300 基 の ダ ム が あ る が ，こ れ を含め て 日本 に は約 2，750 基 の ダ ム があ る
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浜本 ：戦後 日本 に おけるダム 事業の 社会的影響モ デ ル

　　（日本 ダ ム 協会 「ダ ム 便 覧」，（2015 年 8 月 28 日 取 得，http：〃 damnet ．orjp ／Dambinran／binran／

　 Toplndexhtml）。

（8） 国 土 庁が 発行す る 『日本 の 水資源 （水資源白書）』で は，1980年代 は
一

貫 して コニ業用水 の 需要減を

　　認め なが ら も，少雨 傾向などか ら水需要 の 微増 を 予測 し，先 行 的 な ダ ム 開 発 の 必要性 を主 張 し て い る。

　　しか し嶋津暉 之 が 指摘す る （嶋津，［1991］1999） よ うに，こ こで の 水需要予測は実態 に そ ぐわない

　　過大傾向を示して い る こ とが 後 に 明 らか に な っ て い る 。

〔9） 1992年 の 基準緩和 以 降 は ，水没戸数 20 戸 ま た は水没農地面積 20 ヘ ク ター
ル （北海道は 60 ヘ ク タ

　　ー
ル ）以 上 の 要件を満た す場合 に水源地域整備計画 を 策定 し，こ れ に 基づ い て 土地改良事業，治山事

　　業，治水事業，道路，簡易水道，下水道，公営住宅，公 民館等の 事業が 国 の 補 助 お よび 下 流自治体負

　　担 に よ り実施 さ れ る。さらに 規模 の 大 きい 事業は補助率が 嵩上げ され る 。 同法施行 以 来，2014年 3

　　月現在 で 97基 の ダ ム が 対象 とな っ た （国十一交通省水管理 国十一保全局 水資源部編，2014 ： 146）。

（10） 1950 年代末か ら展 開 し た室 原 知幸氏 に よ る ド筌 ダ ム 反 対運 動 は，そ の 後の ダ ム 開発 に 大 きな教訓

　　を残 した 。

（11）　帯谷博明は矢田 ダム 計画 （国土交通省，2000年中止）に お い て ，ダ ム 事務所 に よ る 無 記 名 の は ず

　　の ア ン ケート用 紙 に 針の 穴が あけられ，個人を 特定で きる ように な っ て い た こ とか ら建設省 ア レ ル ギ

　　ー
が決定的になっ た こ とを報告して い る （帯谷，2004： 195−197）。

（12） 相模ダ ム （神奈川県，1937→47 年） は，「人 造 湖 」 とい う言葉が 目新 しい 響 きを もっ た時代に 昭 和

　　30年代 の レ ジ ャ
ー

ブ
ー

ム とあ い まっ て 観光地化して い き，電気科学館 や 湖面 の 遊覧船が 人 気 を 博 し

　　た。しか し，もともと観光開発が期待 され て い た わ けで は な く，1980年代 か ら 90 年代 にか け て 地 域

　　は ダ ム 観光 地 と して の 地 域 づ くりか ら脱却 して い っ た （浜本 ・相原，2009： 69−70）。

（13） 多 くの ダ ム 資料館 が 運 営資金 に 苦慮 し，た と えば，長島 ダ ム （国 土 交通省，工972→2001 年）の

　　「ふ れあい 館」 で も運 営費 カ ッ トに よる 岐路 に た っ た （『静岡新聞』2010年 9 月 16 日）。こ うした 背

　　景か ら，地域の 防災施設 と して の 性格ももつ よ うに な っ たケ
ー

ス は増えて い る 。

（14） 2008年 9 月，日吉ふ る さ と株式会社へ の 聞 き取 りよ り。

（15）　国土 交 通 省所管 の ダム を対 象 に ダ ム 水源地域 の 自治体，住民等，ダ ム 事業者 ・管理者が共同して主

　　体となり，下流 の 自治体
・
住民 や 関係行 政 機 関 に参加を呼 び か けなが ら策定 され て い る。

（16）　植 田今 日子 は，川辺 川 ダ ム 事例 に お け る熊本県五 木村頭地 地 区で の 調 査を通 じて，同様 の 指摘をし

　　て い る が，同地区に おける 調査 対象組織 は，移転後 の む らづ くりヘ ス タ
ートを切 る こ とが 大きな要因

　　だ っ た とい う （植 田，2004）。

（17） 東海テ レ ビ 制 作 「約 束　　日本
一

の ダ ム が 奪 うもの 」（2007年 2 月 17 日放送） に詳 しい 。

（18） 2012 年 2 月，下 谷
・福 田 地区で の 聞 き取 りよ り。

（19） 戸倉 ダ ム （水資源機構，2003年 中 止 ） の よ うに 下 流 との 連 携 に よ り利 根 川 ・荒川水源地域対策基

　　金 が 大きな役割 をは たす例 もある 。

（20） ダム事業に ともなう住民移転問題が紛争化す る タ イ ミ ン グ に 注 目す る と，「事前 問 題 化 型 」 と 「事

　　後問題化型」 と に分 け る こ とが で きるが，日本 は前者に該当する （浜本t2009b ）。
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TheSocial  Impact  Model  of  Dam  Projects in Postwar  Japan  :

Applying  the  Theory  of  the  Social Structure of  Victimization

HAMAMOTO  Atsushi

                 Nagoya  City University

1 Yamanohata, Mizuho-cho, Mizuho-ku, Nagoya-shi, AichL 467-8051, JAPAN

   The  aim  of this paper is to conceptualize  the adverse  impact of dam  projects based on  the

empirical  facts of postwar Japan's experience.  Applying 
"sociai

 structure  of victimization"  the-

ory  of Nobuko Iijima, this paper  employs  phase  division in an  adapted  form, Consequently, five

phases  and  three time periods  of  the 
"social

 impact model  of dam  projects in postwar Japan"
are  discussed; first, the phase  of  the planned  site, secend,  the phase  of  resettlement  and  recon-

struction of livelihood, third, the phase  of the development of the reservoir  area  and  surround-

ing communities.  fourth, the phase of  reexamination  of the project, fifth, the phase of  cancel-

ation  of  the project,

   The model  demonstrates clearly  the following facts: local residents  will  be affected  for
several  decades  once  a community  has been  targeted  as  or  incorporated into a preject
site; when  residents  move  to a new  settlement, they foel obliged  to engage  in reservoir  com-

munity  development activities  en  top of  rebuilding  their own  lives; suffering  for dozens of

years is magnified  as  if the lives of  the local people affected  are  of  no  value  compared  to the

reconsidered  wider  social needs  of the project; the multifaceted,  multilayer-like  damage to

residents  caused  by being involved in argument  and  negotiation  over  compensation  and  re-

forming their own  communities  when  a  project is cancelled.

   Thus, the paper  concludes  that dam  induced relocation  in postwar  Japan is basically suc-

cessful  in terms  of  economic  reconstruction  for the relocated  people, but there  is a severe

problem  whereby  the project affected people often  suffer  the 
"plundering

 of  their lives" since

the project is prolonged  for such  a  long term.

Keptwords:Prolongation, Plunderiug  ofLive&

SourceArea, Project Cancellationthe

 Life Reconstrttction,Development of Wtzter
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